「もう入所施設はいらない」三菱財団研究公開学習会




２００２．７．２６
ＮＨにおける脱施設化をめぐってーＮＨ研修報告メモ？)












　　　　　　　　　　　　　　　　　岡部耕典

★ニューハンプシャーでのメモ★

ニューハンプシャー州


人口１２０万人


森と湖の小さな州


保守的自由主義　live free or die


全米で初めて知的障害者入所施設を全廃した州

ラコニア


ニューハンプシャー州唯一の公立知的障害入所施設


１２００人収容（１９７０年最盛期）

ラコニア解体の経緯


親と州政府専門家の共同による法案（１９７５年法）→カリフォルニア州のランタマン法に相当？



・「個別的サービス計画」の樹立



・「最も制約の少ない環境」でのサービスの提供



・最善の質のサービスを「最新の質の範囲内で」うける権利の承認




※入所者は減りだす


親＋法律専門家＝広範な公教育の実現を求める教育訴訟に勝訴（１９７９年）




※施設縮小命令・しかし、解体命令はついにだされず


施設閉鎖（１９９１年）→刑務所に転用

ラコニア解体の特徴


親と専門家（弁護士、学者）のソーシャルアクション

呼応したノーマライゼーション思想をもつ行政職有志の倫理的要請のみに流されない計画


地域サービスのしくみ作り（ポジティブな焦点）


閉鎖の半年前まで閉鎖計画の大要は説明されない（ネガティブなものを焦点化せず）

計画的な職員の再教育と地域転換


利用者も段階的に地域移行


ただし、当事者はかならずしも施設解体の主体ではなかったが・・
施設解体と地域移行を支えた環境・制度的要因


社会規範および法制度（全米）


　　　１　自由と独立を強く擁護する社会規範の存在（保守政権・風土であっても）




Own Your Home プロジェクトは、ブッシュ政権の発案であり、NHが全米で最も成功


　　　２　ADA成立以前であるが、IDEAやリハ法５０４条等は存在

特に障害児の教育保障とインクルージョン思想の普及は脱施設化訴訟の先行モデルとなった模様


　　　３　司法が立法まで踏みこんだ判決をだせる法曹事情




さらに法律上で保障された権利を守るP&Aのシステムや公益法律事務所等の民間非営

利活動の存在がある


福祉行政政策（ニューハンプシャー州）


　　　


　　　１　施設解体より先に職員再教育を含む地域移行政策を実践

ノーマライゼーション教育を行い、地域のサービスプロバイダーとして養成。施設職員や利用者家族の反発と不安を押さえる


　　　２　エリア・エージェンシーシーシステムの採用

州を１２の地域に分け、サービス情報提供と個別サービス計画の作成とサービス調整を行うリージョナル・センターを設立。かつ、ローカル・エージェンシーの運営主体を非営利団体とし、一部施設職員の受け皿の機能も果たさせることで、効率化・労働問題・社会的支持の三者を解決。リージョナル・センターは、サービス調整のみでなく供給も可能・原則４年に1回の委託見直し。


　　　３　施設ケア予算を地域ケアに転用を可能にする立法化



背景には施設経費の相対的上昇もある（一人あたり１０万ドルｖｓ５万ドル）

　　　　　　４　個別支援計画を支えるIndividual Budget（個別財政計画）の制度化←NHオリジナル？
サービスシステムに要する財源を個人が必要とするレベルに応じて個人レベルで割り当てられる制度

全体予算全体の上限はあるが、個別予算に上限はない。「公平」の感覚が基準。サービス費だけでなく地域生活支援費が入り地域移行を促進





・だれとどこで住むかのコスト





・人間関係をつくるコスト





・重度の人・働けない人の余暇活動のコスト


　　　５　改革をおこないやすく、世論の支持を得やすい争点の単純さと周到な計画


　　　　　・単一・公立・巨大施設における明らかな人権侵害環境



　　　　　・廃止の半年まえまで廃止決定をださずに１０年以上かけて段階的縮小

エリアエージェンシー制度による地域移行の問題点


本人主体でなくサービス先行となる危険性



→「当事者を一番大切にしている人はだれだろう？」


組織の硬直化の危険性（非営利であろうとも）



→コミュニティ・サービス・システムとコミュニティの間の「壁」



→大きな組織の自己目的化傾向


脱施設自体が行政主導・当事者非中心・施設職員の転換を軸におこなわれたことの問題



→当事者・コミュニティを軸にした再編が必要


「改革は、できることを、できるところで、やる人が数多く存在することで行われる」




「実際の脱施設は、本当に小さな団体か個人が、『だれか』を施設からだすことで、実際の脱
施設

化の運動は動かされていった」

地域移行を支える法制度
初期の地域ケア体制の樹立に対して


●障害をもつ人の生存権・社会権・差別禁止の法制度→１９７５年NH版ランタマン法？

【参考資料C】



※憲法14条・DDA・IDEA・リハビリテーション法504条　（→ADA成立は1991年）


●発達障害者援助法（DDA）







【参考資料B】



州の発達障害審議会に補助金を支給



州のP＆Aに補助金を提供


大学研究機関に補助金を提供                                 

●メディケイド（連邦医療費扶助制度）→支援費との関連で注目　　　　　　　【参考資料D】

※州が自主的に運営・連邦政府がこれに補助金を交付（州の裁量に連邦補助）



※施設関係ケアの支給→地域生活支援費も含まれるように法改正



※Individual Budget（個別財政計画）の制度（？）

個別の地域サービスの保障に対して


サービス受給をめぐる個別訴訟の多くは下記が根拠

①　ADA（最も統合された環境）

②　メディケイド（適切な迅速さをもったサービス提供）

今日的状況と課題

１９９２年以降、アメリカの福祉サービスは後退局面に



・援助付き雇用の減少



・サービスの選択肢が減り、待機も増える傾向




↓


「第二段階の問題」


基本的人権に加えて、サービス受給権、サービスの質を問う



サービス受給と地域生活の保障をめぐりP&A等が活動




・権利法等手続き保障があっても「熱心に」とりくまなければ実現しない



公的活動専門の弁護士が少ないのはアメリカも同じ




・パラ・リーガル（ケース・アドボケイト）の活躍




・障害当事者（セルフ・アドボケイト）の重要性




・一般の弁護士を訓練する必要性

★脱施設アクションプランに向けて★
NHでみんなで考えたこと・・・・・・・・・・運動体と世論の形成のための検討　

基礎構造改革の本来のキーワード＝自立・本人主体・福祉多元主義・権利擁護


基本的にNHにおける理念と大きく違わない（保守政権での実行も含め）


しかし、それが、世論の無関心・親の反発・入所施設関係者の反対のため（？）どんどん後退してい

る現状


足りないのは・・・


　　　１　親の意識



（親プロジェクト）


　　　２　世論の支持


（迷惑をかけようワークショップ）


　　　３　当事者のエンパワメント

（尾登さんプロジェクト）


　　　４　司法改革からのきっかけ作り
（アクセス権当事者訴訟１００連発）




※以上は、アクションプラン作成時の問題抽出・集約上位４位

個人テーマ・・・地域移行のためのアメリカの制度と日本の支援費制度の比較検討　
福祉国家レジームから見た日本（エスピン・アンデルセン）


自由主義と保守主義との独特な合成型



自由主義（残余主義モデル）と保守主義（コーポラティズムモデル）の混交

社会保障制度から見た日本の福祉システム（広井良典）

占領軍（アメリカ）の影響を受けた福祉関連法制の整備とドイツ型モデル（社会保険中心・祉の比重は小さい）→社会保険中心主義の方向でドイツ型パターンが維持

さらに加えて、介護保険におけるコミュニティケアとケアマネジメントは、基本的にはイギリス型・・

別にレジュームはひとつでなくてもいいが、相互の関連と必然が見えない。

そこにおいて、社会福祉基礎構造改革の理念は？その必要は？なんだったのか。

そして、介護保険はなぜ支援費制度を取り込めなかったのか？

アメリカの発達障害福祉制度と支援費制度の共通性

· 地方分権

· 当事者主体と自己決定・自己責任

· 地域であたりまえに暮らす

· サービス供給の多元主義

制度推進の政治的要因の共通性

· 福祉予算の削減（歯止め）圧力

· 上記踏まえた施設ケアの見直し要請

共通ではないのは・・・

· 行政機能の積極的民間委託

· チェック＆バランス機能の充実（P&Aに限らず制度全般）

· チェック＆バランス機能は当事者主体・行政府より独立

· サービス援助法・権利法の存在（ADA以前にDDA、そして各州の立法）

次回の支援費制度の見直し時期に向けて、理念だけでなく、アメリカのトータルな制度研究の必要性

すなわち、「地域ケアへの移行だけでない障害をもつ人の全方位をとらえた制度比較検討」
・福祉事務所


⇔リージョナルセンター

・ケアマネジメント

⇔IPP（個別サービス提供計画）

・地域生活移行費（？）
⇔Individual Budget（個別財政計画）

・ノーマライゼーション
⇔セルフ・アドボケイト

・作業所


⇔援助付一般就労

・グループホーム

⇔支援付自立生活



・個別援助計画

⇔最も統合された環境におけるIEP（個別教育計画）

最終的には、見直し時期における支援費制度への提言をめざして・・


たとえば・・

１　制度の個人化

個別支援計画と個別財政改革の制度化

２　一般就労と自立生活を中核とし、パーソナルアシスタンスを支援の柱とする



３　地域を支える新しいしくみをゼロベースから作りなおす




社会福祉法人主体のしくみの見直し




旧来型の地域ケアのしくみである親の会や民間作業所の見直し




生活支援センターの機能と主体の再検討




既存の権利擁護とサービス利用支援の制度と主体の見直し


さらに・・（たとえば！）



入所施設を段階的に縮小する決定



施設ケア費と地域ケア費の比率の制度的逆転



統合教育



サービス権利法、障害者権利法




※アクションプランには、こころある行政職の協力が欠かせない

★親としての雑感★

いろいろ考えましたが・・

日本の行政は結構がんばっているのかも

親は、もっと勇気をもたなくてはならないのかも

親が変れば、ドミノ倒しが始まるのかも

それなら戦略をたてよう

現在の入所者と家族のエンパワメントは当事者と当事者運動を中心に

これから成人になる障害児を育て施設に入れないようにするのは親の役目である

事業者は、当事者や親と手を組んで、信頼にたる支援のしくみを作って欲しい

そして、世論を味方につけよう

そして、行政に・・

自立した当事者と、新しい価値観をもった親と、利用者主体の事業者が協働できる資源配分を行って欲しい（指導と天下りは不要・連帯と共感は歓迎）

障害児の親のための５ｶ条（私案）

障害のある人もない人も生き生きと暮せるまちづくりを

全ての障害のある人にバリアフリーとパーソナルアシスタンスと個別予算計画に基づく地域自立生活を

第1条（連帯）　親は、我が子の仲間＝当事者と友達になろう

第2条（教育）　親は、我が子の療育よりも、支援者と事業者を教育し、監視することに力を注ごう

第3条（計画）　親は、子供が２０歳になったら援助者になるための１０年計画を立てよう

第4条（資金）　親は、障害をもたない子供にかける教育費の総額以上を活動に注ごう

第5条（運動）　親は、当事者・支援者と強く連帯し、世論を興し行政を動かそう

我が子のために「意味ある遺産」を残そう・残された時間（人生）はそう長くはない・・・

（参考）
・連邦行政のしくみと特徴

・DDAの役割

・地方行政のしくみと特徴

・メディケイドが地域移行に果たす役割

A　障害者サービスに関連する行政組織（連邦）
※旧・保健教育福祉省が教育省と厚生省に１９７９年に分かれる

※社会保障庁は、１９９８年に厚生省から独立

教育省　Dept. of Education


特殊教育・リハビリテーションサービス局
Office of Special Education and Rehabilitation Service



特殊教育課






※IEDA（障害児教育法）所轄



リハビリテーションサービス課



※リハ法に基づくサービス全般を所管


・職業リハ
個別雇用計画(IPE)

・援助付雇用

・自立生活センター助成



国立障害リハビリテーション研究所



※研究機関への助成機関

厚生省　Dept. of Helth and Human Services 


児童および家庭庁　Administration for Children and Families

発達障害庁　administration on Developmental Disability 




※DDAに基づくサービスの実施を中心に厚生省の中で主として障害者サービスを司る




※サービス内容は、診断、評価、介助、デイケア、職業訓練、余暇活動、権利擁護、

移動手段の提供、情報提供等（多岐にわたる）

※ただし、具体的なサービス内容は各州の協議会が決定




※DDA　C章で、P&Aの各州設置を義務付けている




発達障害協議会　Developmental Disability Center





※各州の協議会への助成機能

保健財政庁　Health Care Financing Administration 


メディケア（Medicare: 高齢者保険制度）



※高齢者及障害者（６５歳以下）


メディケイド
(Medicaid: 医療扶助制度)



※低所得の障害者をも対象に医療保障を行う



※施設ケアの費用を司る→のちに在宅ケアも

社会保障庁　Administration on Social Securities 


※障害者に対する二大所得保証制度を所轄



社会保障障害保険　（SSDIB：Social Security Disability Insurance Benefits）



補足的保障所得　　（SSI：Supplemental Security Income

行政機関と独立した政府機関
※制度や法律の監視の役割・議会と大統領にのみ報告義務・評議員の半数以上が当事者

全米障害者協議会

知的障害者に関する大統領委員会

障害者雇用大統領委員会

建物物および交通機関の障壁に関する建物・交通改善命令委員会
サービス費用の国家予算


※民間のサービスを購入する、という手法が一般的である。

※同一のサービスが異なる行政機関により所管され、異なる財源によって賄われる場合も多い。

※国家予算は下記の２つのどちらかもしくは混合、さらにそれに対し、州の予算独自・上乗せ等が

　　　　ある。

一定予算　formula grants 



※人口比・財政規模・各州ニーズなどを勘案し一定比率が決められている

裁量予算　discretionary grants



※州が申請して認められた場合に交付される

B　発達障害者援助に対する法制度（連邦）

発達障害者援助法（DDA:Developmental Disabilities Assistance and Bill of Rights Act）


各州の発達障害審議会に補助金を支給

· サービス開発、調整、ニーズアセスメント、当事者の権利擁護、サービス計画策定

· 実際のサービス調整やケースマネジメント等は当事者団体等の民間に委託

· メンバーは１９人、うち１０人以上は、当事者、親、後見人がなる


各州のP＆Aに補助金を提供

· 権利の監視

· サービスの情報提供と紹介

· 虐待、人権侵害等の弁護

· 教育分野におけるオンブズマン提供


大学研究機関に補助金を提供

· 障害児支援

· 高齢化した障害者支援

· 地域・当事者・家族・専門家へのトレーニング提供

· 研究活動

C　発達障害者援助に対する法と制度（州・・カリフォルニア州）

ランタマン法



発達審議会（サービス機関への予算の振り分けを担当）



発達障害局（行政）




○リージョナル・センター（発達障害局と委託を結んだ民間非営利団体）





IPP（個別サービス提供計画：Individual Program Plan）の作成





※構成員の５０％は当事者か家族




●デベロップメント・センター（州立病院：入所施設）



エリア・ボード（サービス現場の監視機関）




※経費は、州、活動はボランティアスタッフ



Ｐ＆Ａ（権利侵害の監視・救済機関）　→弁護士が勤務

D　メディケイド(Medicaid: 医療扶助制度)

低所得者への医療保障を行う公的制度←医療社会保険制度のないアメリカのセイフティ・ネット

６５歳以上の高齢者と一定の障害者に対する高齢者医療保険制度（メディケア）と対になる

州が自主的に実施し、連邦政府がこれに補助金を交付するしくみ（社会保障税が主たる財源）

低所得の障害者をも対象に医療保障を行う


→SSI受給の障害者は対象となる

施設ケアの費用にも関係する

→のちに在宅ケアも（80年代後半の改正？）

給付内容


基本的サービス
医療・ナーシングホーム・看護婦助産婦サービス等１３種


任意的サービス
※州政府の裁量で実施、連邦の補助金を受けられる



障害関係では・・




（施設ケア中心）舗装具および障害者ナーシング施設、精神障害者の中間施設等




↓改正




（地域生活支援にも）居宅、コミュニティサービス、居住生活支援プログラム等

費用払い方式


現物給付と代理受給が基本（ただし、州の裁量による）


州は利用者に一部負担を課せる


連邦の補助率は、５０％以上８３％以内（平均５７％）


連邦補助額の上限はない。

